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「個人情報保護方針」 新旧対照表 

（2023 年 1 月 10 日改正） 

 下線部変更 

新 旧 

個人情報保護宣言 

 

2023 年 1 月 10 日 

阿波証券株式会社 

 

当社の個人情報保護宣言に基づき、お客さまの個人情報

保護につきまして、以下のように方針を定めます。 

 

２．個人情報等の利用目的について 
ご提供いただいた個人情報は、お客さまがお受けに

なるサービスの提供や当社業務の範囲内に限り利用

いたします。なお、各種請求書や契約書等に利用目的

が明示されている場合は、当該利用目的にしたがって

利用いたします。 

◇ご提供いただいた個人情報は、例えば以下のよう

な場合に利用いたします。 

・金融商品取引法に基づく有価証券・金融商品の勧

誘・販売、サービスのご案内のため 

・提携会社の金融商品の勧誘・販売、サービスのご

案内を行うため 

・適合性の原則に照らした商品・サービスのご提供

の妥当性を判断するため 

・お客さまご本人であること、またはご本人の代理

人であることを確認するため 

・お客さまに対し、お取引結果、お預り残高などの

報告を行うため 

・お客さまとのお取引に関する事務を行うため 

・市場調査、データ分析、アンケートの実施ならび

にお客さまの興味・関心の分析によるターゲティ

ング広告など、金融商品やサービスに関するお知

らせ、マーケティング、研究や開発のため 

・他の事業者等から個人情報の処理の全部または 

一部について委託された場合等において、委託

された当該業務を適切に遂行するため 

・その他、お客さまとのお取引を適切かつ円滑に履

行するため 

 また、当社は、「金融分野における個人情報保護に

関するガイドライン」等に基づき、機微（センシティ

ブ）情報〔要配慮個人情報並びに労働組合への加盟、

門地、本籍地、保健医療及び性生活に関する情報をい

います〕については、同ガイドラインに掲げる場合を

除き、取得、利用または第三者提供をいたしません。 

 なお、個人情報の利用目的に関わらず、個人番号は、

「金融商品取引に関する口座開設の申請・届出事務」

および「金融商品取引に関する法定書類の作成・提出

事務」に限り使用いたします。 

 

６．個人情報の第三者への提供について 
 当社が取得したお客さまに関する個人情報は、あら

かじめお客さまからご同意をいただいた場合の他、法

令の規定あるいは公共の利益を保護するために必要

な場合、当社とお客さまの権利・財産・安全などを保

護・防御するために必要であると合理的に判断できる

場合等を除いて第三者へ開示・提供はいたしません。

ただし、当社が利用目的の達成に必要な範囲において

個人情報の取扱いの全部または一部を第三者に委託

個人情報保護宣言 

 

2022 年 4 月 1 日 

阿波証券株式会社 

 

当社の個人情報保護宣言に基づき、お客さまの個人情報

保護につきまして、以下のように方針を定めます。 

 

２．個人情報等の利用目的について 
ご提供いただいた個人情報は、お客さまがお受けに

なるサービスの提供や当社業務の範囲内に限り利用

いたします。なお、各種請求書や契約書等に利用目的

が明示されている場合は、当該利用目的にしたがって

利用いたします。 

◇ご提供いただいた個人情報は、例えば以下のよう

な場合に利用いたします。 

・金融商品取引法に基づく有価証券・金融商品の勧

誘・販売、サービスのご案内のため 

・提携会社の金融商品の勧誘・販売、サービスのご

案内を行うため 

・適合性の原則に照らした商品・サービスのご提供

の妥当性を判断するため 

・お客さまご本人であること、またはご本人の代理

人であることを確認するため 

・お客さまに対し、お取引結果、お預り残高などの

報告を行うため 

・お客さまとのお取引に関する事務を行うため 

・市場調査、ならびにデータ分析やアンケートの実

施等による金融商品やサービスの研究や開発の

ため 

 

・他の事業者等から個人情報の処理の全部または 

一部について委託された場合等において、委託

された当該業務を適切に遂行するため 

・その他、お客さまとのお取引を適切かつ円滑に履

行するため 

 また、当社は、「金融分野における個人情報保護に

関するガイドライン」等に基づき、機微（センシティ

ブ）情報〔要配慮個人情報並びに労働組合への加盟、

門地、本籍地、保健医療及び性生活に関する情報をい

います〕については、同ガイドラインに掲げる場合を

除き、取得、利用または第三者提供をいたしません。 

 なお、個人情報の利用目的に関わらず、個人番号は、

「金融商品取引に関する口座開設の申請・届出事務」

および「金融商品取引に関する法定書類の作成・提出

事務」に限り使用いたします。 

 

６．個人情報の第三者への提供について 
 当社が取得したお客さまに関する個人情報は、あら

かじめお客さまからご同意をいただいた場合の他、利

用目的達成のために委託する場合、法令の規定あるい

は公共の利益を保護するために必要な場合、当社とお

客さまの権利・財産・安全などを保護・防御するため

に必要であると合理的に判断できる場合等を除いて

第三者へ開示・提供はいたしません。 
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新 旧 

する場合は、上記の第三者には該当しません。 

※外国当局又は保管機関等からお客さまの個人デー

タについて提供の要請を受けた場合に、同意取得時

点において提供先となる外国にある第三者を特定

することができず、事後的に提供先の第三者を特定

できたときは、お客さまは当該外国の名称、当該外

国の個人情報の保護に関する制度に関する情報、当

該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置に

関する情報について、当社に情報提供をご請求いた

だけるほか、当社ホームページでもご確認いただけ

ます。 

（ https://www.pawa.co.jp/policies/privacy_offsh

ore.html） 

 

 

 

※外国当局又は保管機関等からお客さまの個人デー

タについて提供の要請を受けた場合に、同意取得時

点において提供先となる外国にある第三者を特定

することができず、事後的に提供先の第三者を特定

できたときは、お客さまは当該外国の名称、当該外

国の個人情報の保護に関する制度に関する情報、当

該第三者が講ずる個人情報の保護のための措置に

関する情報について、当社に情報提供をご請求いた

だけるほか、当社ホームページでもご確認いただけ

ます。 

（https://www.pawa.co.jp/policies/privacy_offsh

ore.html） 

 

 

 

https://www.pawa.co.jp/policies/privacy_offsh
https://www.pawa.co.jp/policies/privacy_offsh
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「阿波の証券総合取引約款」 新旧対照表 

（2023 年 1 月 10 日改正） 

 下線部変更 

新 旧 

第１章 証券総合取引 

 

第３条 申込方法等 

（１）お客様は、当社所定の手続きにより申込むものと

し、当社が承諾した場合に限り証券総合取引を開始

することができます。 

 

 

（２）～（３）  （現行どおり） 

（４）お客様が、法律により株式等に係る名義書換の制

限が行われている場合の外国人、外国法人等である

場合には、上記（１）のお申込みの際に、その旨を

お届出いただきます。この場合、「パスポート」、「在

留カード」等の書類をご提出願うことがあります。 

 

 

第４条 届出事項 

お客様は、証券総合取引の申込時等に氏名又は名称、

住所、生年月日、押なつされた印影、法人の場合におけ

る代表者の役職氏名等を届出ていただきます。ただし、

すでにその届出がされている場合には、改めてお届出い

ただく必要はありません。 

 

第２章 証券総合口座サービスの利用 

 

第２条 本口座の利用 

お客様は当社所定の手続きにより申込むものとし、当

社が承諾した場合に本口座を利用できます。 

 

 

第４条 ご入金、ご出金、日本ＭＲＦの自動取得・換金 

次の（１）から（４）に定める日本ＭＲＦの取得の時

期・価額・キャッシング及び換金については、第 3 章「日

本ＭＲＦの契約」によるものとします。 

（１）ご入金の取扱い 

  ①       （現行どおり） 

  ② お客様が、有価証券等の買付代金等の充当のため

に金銭を当社に払込む場合であっても、当該買付

代金等の払込期日の前営業日前日までに受入れた

ものについては、特にお客様よりお申出がない限

り、日本ＭＲＦの自動取得を行います。 

  ③       （現行どおり） 

（２）～（４）  （現行どおり） 

 

第３章 日本ＭＲＦ（ﾏﾈｰ･ﾘｻﾞｰﾌﾞ･ﾌｧﾝﾄﾞ）の契約 

 

第１条 本章の趣旨 

本章は、お客様（個人のお客様に限ります。）と当社と

岡三証券株式会社（以下「岡三証券」といいます。）との

間の日本ＭＲＦ受益権の累積投資に関する取決めです。

当社は、本章に従って日本ＭＲＦの累積投資契約をお客

様と締結します。 

 

 

第２条 申込方法 

（１）お客様は当社所定の手続きによりこの契約を申込

むものとします。 

第１章 証券総合取引 

 

第３条 申込方法等 

（２）お客様は、所定の申込書に必要事項を記載のうえ

署名捺印（お届出印によります。）し、これを当社

の本支店又は営業所に提出することによって、証券

総合取引を申込むものとし、当社が承諾した場合に

限り証券総合取引を開始することができます。 

（２）～（３）  （省   略） 

（４）お客様が、法律により株式等に係る名義書換の制

限が行われている場合の外国人、外国法人等である

場合には、上記（１）の申込書を当社に提出してい

ただく際、その旨をお届出いただきます。この場合、

「パスポート」、「在留カード」等の書類をご提出願

うことがあります。 

 

第４条 総合届出印鑑 

お客様は証券総合取引開始時に「お届出印鑑」を届出

ていただきます。ただし、すでにその届出がされている

場合には、その印影が届出印鑑となりますので、改めて

お届出いただく必要はありません。 

 

 

第２章 証券総合口座サービスの利用 

 

第２条 本口座の利用 

お客様は所定の申込書に必要事項を記入し、署名・お

届出印捺印のうえ申込み、当社が承諾した場合に本口座

を利用できます。 

 

第４条 ご入金、ご出金、日本ＭＲＦの自動取得・換金 

次の（１）から（４）に定める日本ＭＲＦの取得の時

期・価額・キャッシング及び換金については、第 3 章「日

本ＭＲＦの契約」によるものとします。 

（１）ご入金の取扱い 

  ①       （省   略） 

  ② お客様が、有価証券等の買付代金等の充当のた

めに金銭を当社に払込む場合であっても、当該買

付代金等の払込期日の 2 営業日前までに受入れ

たものについては、特にお客様よりお申出がない

限り、日本ＭＲＦの自動取得を行います。 

  ③       （省   略） 

（２）～（４）  （省   略） 

 

第３章 日本ＭＲＦ（ﾏﾈｰ･ﾘｻﾞｰﾌﾞ･ﾌｧﾝﾄﾞ）の契約 

 

第１条 本章の趣旨 

本章は、お客様（個人のお客様に限ります。）と岡三

証券株式会社（以下「岡三証券」といいます。）との間

の岡三アセットマネジメント株式会社の発行する日本

ＭＲＦ受益権の累積投資に関する取決めです。当社は、

本章に従って日本ＭＲＦの累積投資契約をお客様と締

結します。 

 

第２条 申込方法 

（１）お客様は所定の申込書に必要事項を記入のうえ署

名捺印し、これを当社の本支店又は営業所（以下「取
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新 旧 

 

 

（２）契約が締結されたとき、当社は直ちにお客様の日

本ＭＲＦ累積投資口座を開設します。 

 

 

         （削   除） 

 

 

第４条 取得時期・価額 
（１）～（２）  （現行どおり） 

（３）申込日の正午を過ぎて払込金を受入れた場合にお

いて、申込日の翌営業日の前日の基準価額が当初設

定時の 1 口の元本価額（1 口＝1 円）を下回ったとき

は、上記（１）及び（２）の規定にかかわらず、申

込日の翌営業日以降、最初に、取得に係る基準価額

（営業日の前日の基準価額）が当初設定時の 1 口の

元本価額（1 口＝1 円）に復した計算日の基準価額に

より、原則、当該計算日の翌日に、日本ＭＲＦをお

客様に代わって取得します。 

（４）      （現行どおり） 

 

第７条 返 還 

（１）お客様は、自己の所有する日本ＭＲＦの受取りを

お申し出されたときは、翌営業日を支払日（受渡日）

といたします。この場合、当該請求に係る日本ＭＲ

Ｆについては、受渡日の前日の基準価額により、こ

れを換金し、その金銭の引渡しをもって返還に代え

るものとします。 

 

 

         （削   除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）返還請求の対象はこの契約の解約の場合を除き、

元本部分のみとし、果実の返還は行いません。 

 

 

 

 

（３）上記（１）の請求及び返還は、所定の手続きによ

ってこれを行うものとします。 

 

第１１条 契約の解除及び届出事項の変更等 

第 14 章第 1 条、第 2 条、第 4 条及び第 5 条の各規定は、

本章においてこれを準用します｡ 

 

第４章 有価証券の保護預り取引 

 

第６条 保護預り証券の口座処理 

（１）保護預り証券は、原則同一口座でお預りします。 

（２）～（３）  （現行どおり） 

 

扱店」といいます。）に提出することによって契約

を申込むものとします。 

（２）契約が締結されたとき、当社は直ちにお客様の日

本ＭＲＦ累積投資口座を開設します。 

なお、証券総合取引申込書により当社に届出されて

いる印影をもって、当社への届出印とします。 

（３）上記（１）に基づき口座を開設した場合には、証

券総合口座開設のご案内を遅滞なく送付します。 

 

第４条 取得時期・価額 
（１）～（２）  （省   略） 

（３）申込日の正午を過ぎて払込金を受入れた場合にお

いて、申込日の翌営業日の前日の基準価額が当初設

定時の 1 口の元本価額（1 口＝1 円）を下回ったと

きは、上記（１）及び（２）の規定にかかわらず、

申込日の翌営業日以降、最初に、取得に係る基準価

額（営業日の前日の基準価額）が当初設定時の 1 口

の元本価額（1 口＝1 円）に復した計算日の基準価

額により、当該計算日の翌日に、日本ＭＲＦをお客

様に代わって取得します。 

（４）      （省   略） 

 

第７条 返 還 

（１）お客様は、自己の所有する日本ＭＲＦを解約請求

の方法により、当社に返還を請求することができま

す。 

この場合、当該請求に係る日本ＭＲＦについては、

返還の請求があった日の翌営業日（以下「受渡日」

といいます。）の前日の基準価額により、これを換

金し、その金銭の引渡しをもって返還に代えるもの

とします。 

（２）当社の取扱店が相応の事由があると認めた場合、

お客様は上記（１）の返還方法の他、買取請求の方

法により金銭の返還を受けることができます。 

 この場合、当該請求に係る日本ＭＲＦについて

は、買取請求日前日の基準価額をもって当該日本Ｍ

ＲＦを買取り、以下に定める買取りによる返還金額

の引渡しをもって返還に代えるものとします。 

 

買取りによる返還金額 ＝ 買取請求日前日の基準

価額 × 買取口数 

（３）返還請求の対象はこの契約の解約の場合を除き、

元本部分のみとし、果実の返還は行いません。 

 ただし、第 6 条（１）に基づき最終営業日に元本

に繰入れられた再投資口数に相当する部分につい

ては、当該最終営業日の翌営業日以降に返還請求を

行えるものとします。 

（４）上記（１）及び（２）の請求及び返還は、所定の

手続きによってこれを行うものとします。 

 

第１１条 契約の解除及び届出事項の変更等 

第 14 章第 1 条及び第 2 条の各規定は、本章において

これを準用します｡ 

 

第４章 有価証券の保護預り取引 

 

第６条 保護預り証券の口座処理 

（１）保護預り証券は、すべて同一口座でお預りします。 

（２）～（３）  （省   略） 
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新 旧 

         （削   除） 

 

 

 

第１３条～ 第１８条 

         （現行どおり） 

 

第５章 株式等振替決済取引 

 

第４条 当社への届出事項 

（１）当社所定の手続き時にお申込みされた氏名又は名

称、住所、生年月日、押なつされた印影、法人の場

合における代表者の役職氏名、共通番号等をもって、

お届出の氏名又は名称、住所、生年月日、印鑑、共

通番号等とします。 

（２）お客様が、法律により株式等に係る名義書換の制

限が行われている場合の外国人、外国法人等（以下

「外国人等」といいます。）である場合には、上記（１）

のお申込みの際に、その旨をお届出いただきます。

この場合、「パスポート」、「在留カード」等の書類を

ご提出願うことがあります。 

 

第５条 加入者情報の取扱いに関する同意 

当社は、お客様の加入者情報（氏名又は名称、住所、

生年月日、法人の場合における代表者の役職氏名、その

他機構が定める事項。以下同じ。）について、株式等の振

替制度に関して機構の定めるところにより取扱い、機構

に対して通知することにつき、ご同意いただいたものと

して取扱います。 

 

 

第１４条 担保株式等の取扱い 

（１）      （現行どおり） 

（２）お客様は、振替の申請における振替元口座又は振

替先口座の加入者である場合には、機構に対する当

該申請により当該振替先口座に増加の記載又は記録

された担保株式、担保投資口、担保優先出資、担保

新株予約権付社債、担保新株予約権、担保新投資口

予約権、担保上場投資信託受益権及び担保受益権又

は株式買取請求に係る振替株式、投資口買取請求に

係る振替投資口、新株予約権付社債買取請求に係る

振替新株予約権付社債、新株予約権買取請求に係る

振替新株予約権及び新投資口予約権買取請求に係る

振替新投資口予約権（以下「担保株式等」といいま

す。）の届出をしようとするときは、当社に対し、担

保株式等の届出の取次ぎの請求をしていただきま

す。 

（３）お客様は、担保株式等の届出の記録における振替

元口座又は振替先口座の加入者である場合には、当

該記録に係る担保株式等についての担保解除等によ

り当該記録における振替先口座に当該担保株式等の

数量についての記載又は記録がなくなったとき又は

当該記録に係る株式買取請求に係る振替株式、投資

口買取請求に係る振替投資口、新株予約権付社債買

取請求に係る振替新株予約権付社債、新株予約権買

取請求に係る振替新株予約権若しくは新投資口予約

権買取請求に係る振替新投資口予約権についてその

買取りの効力が生じたとき若しくはその買取請求の

撤回の承諾後に当該記録における振替先口座に当該

振替株式、当該振替投資口、当該振替新株予約権付

第１３条 料 金 

当社は、本章の保護預りについて所定の料金を申し受

けることがあります。 

 

第１４条～ 第１９条 

         （省   略） 

 

第５章 株式等振替決済取引 

 

第４条 当社への届出事項 

（１）「振替決済口座設定申込書」に押なつされた印影

及び記載された氏名又は名称、住所、生年月日、法

人の場合における代表者の役職氏名、共通番号等を

もって、お届出の氏名又は名称、住所、生年月日、

印鑑、共通番号等とします。 

（２）お客様が、法律により株式等に係る名義書換の制

限が行われている場合の外国人、外国法人等（以下

「外国人等」といいます。）である場合には、上記

（１）の申込書を提出していただく際、その旨をお

届出いただきます。この場合、「パスポート」、「在

留カード」等の書類をご提出願うことがあります。 

 

第５条 加入者情報の取扱いに関する同意 

当社は、原則として、振替決済口座に振替株式等に係

る記載又は記録がされた場合には、お客様の加入者情報

（氏名又は名称、住所、生年月日、法人の場合における

代表者の役職氏名、その他機構が定める事項。以下同

じ。）について、株式等の振替制度に関して機構の定め

るところにより取扱い、機構に対して通知することにつ

き、ご同意いただいたものとして取扱います。 

 

第１４条 担保株式等の取扱い 

（１）      （省   略） 

（２）お客様は、振替の申請における振替元口座又は振

替先口座の加入者である場合には、機構に対する当

該申請により当該振替先口座に増加の記載又は記

録された担保株式、担保投資口、担保優先出資、担

保新株予約権付社債、担保新株予約権、担保新投資

口予約権、担保上場投資信託受益権及び担保受益権

（以下「担保株式等」といいます。）の届出をしよ

うとするときは、当社に対し、担保株式等の届出の

取次ぎの請求をしていただきます。 

 

 

 

 

 

（３）お客様は、担保株式等の届出の記録における振替

元口座又は振替先口座の加入者である場合には、当

該記録に係る担保株式等についての担保解除等に

より当該記録における振替先口座に当該担保株式

等の数量についての記載又は記録がなくなったと

きは、当社に対し、遅滞なく、機構に対する担保株

式等の届出の記録の解除の届出の取次ぎの請求を

していただきます。 
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社債、当該振替新株予約権若しくは当該振替新投資

口予約権の数についての記載若しくは記録がなくな

ったときは、当社に対し、遅滞なく、機構に対する

担保株式等の届出の記録の解除の届出の取次ぎの請

求をしていただきます。 

 

第１７条 振替先口座等の照会 

（１）      （現行どおり） 

（２）お客様が振替株式等の質入れ、担保差入れ又は株

式買取請求、投資口買取請求、新株予約権付社債買

取請求、新株予約権買取請求若しくは新投資口予約

権買取請求のために振替の申請をしようとする場合

であって、振替先口座を開設する口座管理機関がお

客様から同意を得ているときは、当該口座管理機関

は、機構に対し、振替元口座に係る加入者口座情報

が機構に登録されているか否かについての照会をす

ることがあります。 

（３）お客様が当社に対する振替株式等の質入れ、担保

差入れ又は株式買取請求、投資口買取請求、新株予

約権付社債買取請求、新株予約権買取請求若しくは

新投資口予約権買取請求のために振替の申請をしよ

うとする場合であって、当社がお客様から同意を得

ているときは、当社は、機構に対し、振替元口座に

係る加入者口座情報が機構に登録されているか否か

についての照会をすることがあります。 

 

第２０条 振替株式等の発行者である場合の取扱い 

（１）お客様が振替株式、振替投資口又は振替優先出資

の発行者である場合には、お客様の振替決済口座に

記載又は記録されているお客様の発行する振替株

式、振替投資口又は振替優先出資（差押えを受けた

ものその他の法令の規定により抹消又はその申請を

禁止されたものを除きます。）について、当社に対し、

一部抹消の申請をすることができます。 

（２）お客様は、その振替決済口座の保有欄に記載又は

記録がされている株式買取請求、投資口買取請求、

新株予約権付社債買取請求、新株予約権買取請求又

は新投資口予約権買取請求の目的で振替を受けた振

替株式、振替投資口、振替新株予約権付社債、振替

新株予約権又は振替新投資口予約権について、当社

に対し、反対株主の通知、反対投資主の通知、反対

新株予約権付社債権者の通知、反対新株予約権者の

通知又は反対新投資口予約権者の通知をしていただ

きます。 

 

第３５条 振替新株予約権付社債に係る振替口座簿記載

事項の証明書の交付請求 

（１）      （現行どおり） 

（２）お客様は、上記（１）の書面の交付を受けたとき

は、当該書面を当社に返還するまでの間は、当該書

面における証明の対象となった振替新株予約権付社

債について、振替の申請又は抹消の申請をすること

はできません。また、お客様は、反対新株予約権付

社債権者が振替法第 222 条第 5 項に規定する書面の

交付を受けたときは、当該反対新株予約権付社債権

者が当該書面を当社に返還するまでの間は、当該書

面における証明の対象となった振替新株予約権付社

債について、振替の申請をすることはできません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１７条 振替先口座等の照会 

（１）      （省   略） 

（２）お客様が振替株式等の質入れ又は担保差入れのた

めに振替の申請をしようとする場合であって、振替

先口座を開設する口座管理機関がお客様から同意

を得ているときは、当該口座管理機関は、機構に対

し、振替元口座に係る加入者口座情報が機構に登録

されているか否かについての照会をすることがあ

ります。 

 

 

（３）お客様が当社に対する振替株式等の質入れ又は担

保差入れのために振替の申請をしようとする場合

であって、当社がお客様から同意を得ているとき

は、当社は、機構に対し、振替元口座に係る加入者

口座情報が機構に登録されているか否かについて

の照会をすることがあります。 

 

 

 

第２０条 振替株式等の発行者である場合の取扱い 

お客様が振替株式、振替投資口又は振替優先出資の発

行者である場合には、お客様の振替決済口座に記載又は

記録されているお客様の発行する振替株式、振替投資口

又は振替優先出資（差押えを受けたものその他の法令の

規定により抹消又はその申請を禁止されたものを除き

ます。）について、当社に対し、一部抹消の申請をする

ことができます。 

         （新   設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３５条 振替新株予約権付社債に係る振替口座簿記

載事項の証明書の交付請求 

（１）      （省   略） 

（２）お客様は、上記（１）の書面の交付を受けたとき

は、当該書面を当社に返還するまでの間は、当該書

面における証明の対象となった振替新株予約権付

社債について、振替の申請又は抹消の申請をするこ

とはできません。 
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第４６条 個人情報の取扱い 

お客様の個人情報（氏名、住所、生年月日、法人の場

合における代表者の役職氏名、その他事項。以下同じ。）

の一部又は全部が、法令に定める場合のほか、この約款

の各規定により、機構及び振替株式等の発行者及び受託

者並びに他の口座管理機関（以下「機構等」といいます。）

に提供されることがありますが、この約款の定めにより、

お客様の個人情報が機構等へ提供されることについて同

意していただいたものとして取扱います。 

 

         （削   除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８章 短期社債等振替決済取引 

 

第６条 質権の設定 

お客様の短期社債等について、質権を設定される場合

は、当社が認めた場合の質権の設定についてのみ行うも

のとし、この場合、機構が定めるところに従い、所定の

手続きにより振替を行います。 

 

第１０章 投資信託の累積投資取引 

 

第１条 本章の趣旨 

本章は、お客様と当社との投資信託の累積投資取引に

関する取決めです。本章の規定に従って投資信託の累積

投資契約（以下「契約」といいます。）をお客様と締結し、

総合口座開設時に自動で口座開設されます。 

なお、当社の取次ぎによる外貨建ＭＭＦに係る当該契

約は、岡三証券株式会社との間で締結されます。 

 

第４条 金銭の払込み 

お客様は、指定投資信託の買付けにあてるため、随時

その代金（以下「払込金」といいます。）をそのコースに

払込むことができます。 
 

 

第８条 キャッシング（即日引出） 

（１）      （現行どおり） 

（２）（２）上記（１）のお申込みは、当社所定の手続き

により行うものとし、申込者にその金銭をお引渡し

します。 

 

第４６条 個人情報等の取扱い 

（１）お客様の個人情報（氏名、住所、生年月日、法人

の場合における代表者の役職氏名、その他事項。以

下同じ。）の一部又は全部が、法令に定める場合の

ほか、この約款の各規定により、機構及び振替株式

等の発行者及び受託者並びに他の口座管理機関（以

下「機構等」といいます。）に提供されることがあ

りますが、この約款の定めにより、お客様の個人情

報が機構等へ提供されることについて同意してい

ただいたものとして取扱います。 

（２）米国政府及び日本政府からの要請により、当社は、

お客様が外国口座税務コンプライアンス法（ＦＡＴ

ＣＡ）上の報告対象として以下の①、②又は③に該

当する場合及び該当する可能性があると当社が判

断する場合、米国税務当局における課税執行のた

め、お客様の情報（氏名/名称、住所/所在地、米国

納税者番号、口座番号、口座残高、口座に発生した

所得の額、その他米国税務当局が指定する情報）を

米国税務当局に提供することがありますが、本章の

定めにより、お客様の当該情報が米国税務当局へ提

供されることについて同意していただいたものと

して取り扱います。 

  ① 米国における納税義務のある自然人、法人又は

その他の組織 

  ② 米国における納税義務のある自然人が実質的支

配者となっている非米国法人又はその他の組織 

  ③ ＦＡＴＣＡの枠組みに参加していない金融機関

（米国内国歳入法 1471 条及び 1472 条の適用上、

適用外受益者として扱われる者を除きます。） 

 

第８章 短期社債等振替決済取引 

 

第６条 担保の設定 

お客様の短期社債等について、担保を設定される場合

は、所定の手続きにより振替を行います。 

 

 

 

第１０章 投資信託の累積投資取引 

 

第１条 本章の趣旨 

本章は、お客様と当社との投資信託の累積投資取引に

関する取決めです。当社は、本章の規定に従って投資信

託の累積投資契約（以下「契約」といいます。）をお客

様と締結します。 

なお、当社の取次ぎによる外貨建ＭＭＦに係る当該契

約は、岡三証券株式会社との間で締結されます。 

 

第４条 金銭の払込み 

お客様は、指定投資信託の買付けにあてるため、随時

その代金（以下「払込金」といいます。）をそのコース

に払込むことができます。ただし、第 1 回目の払込金は、

これを各コースお申込みのときに払込むものとします。 
 

第８条 キャッシング（即日引出） 

（１）      （省   略） 

（２）上記（１）のお申込みは、所定の手続きによって

これを行うものとし、当社は届出印の押なつされた

所定の受領書と引換えに、取扱店においてお客様に

金銭をお引渡しします。 
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第１１章 投信積立プランの契約 

 

第２条 申込み方法 

お客様は、当社所定の手続きにより申込むものとし、

当社が承認した場合に、この契約を締結することができ

ます。 

 

第４条 買付代金の払込方法の指定 

お客様は、指定投資信託の買付代金について、第 2 条

により申込みを行った一定の金銭（以下「払込金」とい

います。）を銀行等（ゆうちょ銀行を含む）の金融機関の

預金口座からの振替より払込むものとします。なお、払

込金は、1 銘柄につき 1 万円（つみたてＮＩＳＡ対象銘

柄は 1 千円）以上かつ 1 千円の整数倍の金額とします。 

 

 

第８条 契約の解除 

第 14 章第 1 条の規定は、本章においてこれを準用しま

す。 

また、引き続き 3 ヵ月を超えて払込金のない契約につ

いては、これを解約させていただくことがあります。 

 

第１２章 国内外貨建債券取引 

 

第３条 国内外貨建債券に関する権利の処理 
当社に保管された国内外貨建債券の権利の処理につい

ては、次の①から⑤に定めるところによります。 

         （現行どおり） 

  ② 国内外貨建債券に関し新株引受権（新株引受権証

券を除きます。）が付与される場合は、原則として

売却処分のうえ、その売却代金を上記①の規定に

準じて処理します。ただし、我が国の諸法令若し

くは慣行等により又は市場の状況により、当社が

当該新株予約権の全部又は一部を売却できないと

きは、当該全部又は一部の新株予約権はその効力

を失います。 

  ③ 転換社債型新株予約権付社債券の新株予約権の

行使によりお客様が指示しない場合には、外国証

券取引口座約款に定めるところに従うものとし

ます。 

 

第１３章 振込先指定方式の利用 

 

第２条 指定預金口座の取扱い 
（１）～（２）  （現行どおり） 

（３）上記（２）にかかわらず、利金（最終利金を除き

ます）及び分配金（以下「利金等」といいます。）に

ついて所定の書面で振込先の預貯金口座を指定され

ている場合には、特にお客様からその旨の指示がな

いときは利金等に限り従前のご指定による口座を指

定預金口座として取扱わせていただきます。 

 

 

第３条 指定預金口座の確認 
当社は第２条により預貯金口座の変更があったとき

は、すみやかに「金銭振込先等のご確認のお願い」を送

付しますので、記載内容を十分ご確認ください。万一、

記載内容に相違あるときは、すみやかに当社にお申出く

ださい。 

 

第１１章 投信積立プランの契約 

 

第２条 申込み方法 

お客様は、所定の申込書に必要事項を記入し、署名・

お届出印捺印のうえ申込み、当社が承認した場合に、こ

の契約を締結することができます。 

 

第４条 買付代金の払込方法の指定 

お客様は、指定投資信託の買付代金について、第 2 条

により申込みを行った一定の金銭（以下「払込金」とい

います。）を銀行等の金融機関の預金口座（以下「指定

預金口座」といいます。）からの振替より払込むものと

します。なお、払込金は、1 銘柄につき 1 万円（つみた

てＮＩＳＡ対象銘柄は 1 千円）以上かつ 1 千円の整数倍

の金額とします。 

 

第８条 契約の解除 

第 14 章第 1 条の規定は、本章においてこれを準用し

ます。 

 

 

 

第１２章 国内外貨建債券取引 

 

第３条 国内外貨建債券に関する権利の処理 
当社に保管された国内外貨建債券の権利の処理につ

いては、次の①から⑤に定めるところによります。 

         （省   略） 

  ② 国内外貨建債券に関し、株式の割当てを受ける

権利又は新株予約権が付与される場合は、原則と

して売却処分のうえ、その売却代金を上記①の規

定に準じて処理します。ただし、我が国の諸法令

若しくは慣行等により又は市場の状況により、当

社が当該新株予約権の全部又は一部を売却でき

ないときは、当該全部又は一部の新株予約権はそ

の効力を失います。 

  ③ 転換権付社債の転換権行使によりお客様が指示

しない場合には、外国証券取引口座約款に定める

ところに従うものとします。 

 

 

第１３章 振込先指定方式の利用 

 

第２条 指定預金口座の取扱い 
（１）～（２）  （省   略） 

（３）上記（２）にかかわらず、利金・分配金及び累積

投資に係る有価証券の償還金（以下「利金等」とい

います。）について所定の書面で振込先の預貯金口

座を指定されている場合には、特にお客様からその

旨の指示がないときは利金等に限り従前のご指定

による口座を指定預金口座として取扱わせていた

だきます。 

 

第３条 指定預金口座の確認 
（１）当社は第 2 条により預貯金口座の指定があったと

きは、すみやかに「証券総合口座開設のご案内」、

「口座開設のご案内」又は「口座変更登録のご案内」

を送付しますので、記載内容を十分ご確認くださ

い。万一、記載内容に相違あるときは、すみやかに



９ 

新 旧 

 

         （削   除） 

 

 

 

第４条 指定預金口座の変更 
（１）指定預金口座を変更されるときは、当社所定の手

続きにより届出ていただきます。 

（２）      （現行どおり） 

 

第１４章 雑 則 

 
第２条 届出事項の変更等 

（１）お届出事項に変更が生じた場合は、その旨を当社

にお申出のうえ、当社所定の手続きにより届け出て

いただきます。この場合、｢戸籍抄本｣｢住民票｣等の

書類をご提出又は｢個人番号カード｣等をご提示願う

こと等があります。 

 

 

（２）～（４）  （現行どおり） 

（５）上記（１）から（３）による変更後は、変更後の

氏名又は名称・住所・印影・共通番号等をもって届

出の氏名又は名称・住所・印鑑・共通番号等としま

す。 

 

第６条 個人情報等の取扱い 

米国政府及び日本政府からの要請により、当社は、お

客様が外国口座税務コンプライアンス法（ＦＡＴＣＡ）

上の報告対象として以下の①、②又は③に該当する場合

及び該当する可能性があると当社が判断する場合、米国

税務当局における課税執行のため、お客様の情報（氏名/

名称、住所/所在地、米国納税者番号、口座番号、口座残

高、口座に発生した所得の額、その他米国税務当局が指

定する情報）を米国税務当局に提供することがあります

が、この約款の定めにより、お客様の当該情報が米国税

務当局へ提供されることについて同意していただいたも

のとして取り扱います。なお、米国における個人情報の

保護に関する制度に関する情報は、個人情報保護委員会

のウェブサイト 

（https://www.ppc.go.jp/files/pdf/USA_report.pdf）

に掲載しておりますのでご参照ください。また、米国税

務当局（ＩＲＳ）においては、ＯＥＣＤプライバシーガ

イドライン 8 原則に対応する個人情報保護のための措置

を全て講じています。 

  ①～③    （現行どおり） 

 

 

 

附則 

この約款は、2023 年 1 月 10 日より適用させていただき

ます。 

 

 

当社にお申出ください。 

（２）上記（１）の「証券総合口座開設のご案内」及び

「口座変更登録のご案内」については、個人のお客

様に限り送付します。 

 

第４条 指定預金口座の変更 
（１）指定預金口座を変更されるときは、所定の用紙に

よって届出ていただきます。 

（２）      （省   略） 

 
第１４章 雑 則 

 
第２条 届出事項の変更等 

（１）お届出事項に変更が生じた場合（印章を喪失され

た場合のお届出印鑑の改印を除きます。）は、その旨を

当社にお申出のうえ、所定の｢変更届｣その他の書面

に必要事項を記載し、お届出印鑑を押なつしてご提

出ください。この場合、｢戸籍抄本｣｢住民票｣等の書

類をご提出又は｢個人番号カード｣等をご提示願う

こと等があります。 

（２）～（４）  （省   略） 

（５）上記（１）から（３）による変更後は、変更後の

印影・住所・氏名・共通番号等をもって届出の印鑑・

住所・氏名・共通番号等とします。 

 

 

第６条 個人情報等の取扱い 

米国政府及び日本政府からの要請により、当社は、お

客様が外国口座税務コンプライアンス法（ＦＡＴＣＡ）

上の報告対象として以下の①、②又は③に該当する場合

及び該当する可能性があると当社が判断する場合、米国

税務当局における課税執行のため、お客様の情報（氏名

/名称、住所/所在地、米国納税者番号、口座番号、口座

残高、口座に発生した所得の額、その他米国税務当局が

指定する情報）を米国税務当局に提供することがありま

すが、この約款の定めにより、お客様の当該情報が米国

税務当局へ提供されることについて同意していただい

たものとして取り扱います。 

 

 

 

 

 

 

 

  ①～③    （省   略） 
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１０ 

「外国証券取引約款」 新旧対照表 

（2023 年 1 月 10 日改正） 

 下線部変更 

新 旧 

第１章 証券総合取引 

 

配当等の処理 
第７条 寄託証券等に係る配当（外国投資信託受益証券

等の収益分配、外国投資証券等の利益の分配及び外国

受益証券発行信託の受益証券等の信託財産に係る給付

を含む。以下同じ。）、償還金、寄託証券等の実質的又

は形式的な保有者の行為に基づかずに交付されるその

他の金銭（発行者の定款その他の内部規則若しくは取

締役会その他の機関の決定、決済会社の規則又は外国

証券取引口座に関する約款等により、寄託証券等の実

質的又は形式的な保有者の行為があったものとみなさ

れ、それに基づき交付される金銭を含む。以下同じ。）

等の処理は、次の各号に定めるところによります。 

 

２ 申込者は、前項第 1 号に定める配当金、同項第 2 号

ａ及びｂに定める売却代金並びに同項第 3 号に定める

金銭（以下「配当金等」という。）の支払方法について

は、当社所定の手続きにより当社に指示するものとし

ます。 

３～７      （現行どおり） 

 

第４章 雑 則 
 

届出事項 
第２４条の２ 申込者は、住所（又は所在地）、氏名（又

は名称）、印鑑及び共通番号等を当社所定の手続きによ

り当社に届け出るものとします。 

 

個人データ等の第三者提供に関する同意 
第３４条 申込者は、次の各号に掲げる場合に、当該各

号に定める者に対し、当該申込者の個人データ（住所、

氏名、連絡先、生年月日、所有する外国証券の数量そ

の他当該場合に応じて必要な範囲に限る。）が提供され

ることがあることに同意するものとします。 

（１）～（４）  （現行どおり） 

２ 申込者は、米国政府及び日本政府からの要請によ

り、当社が申込者について、外国口座税務コンプライ

アンス法（以下「ＦＡＴＣＡ」という。）上の報告対象

として、次の各号のいずれかに該当する場合及び該当

する可能性があると判断する場合、米国税務当局にお

ける課税執行のため、申込者の情報（氏名/名称、住所

/所在地、米国納税者番号、口座番号、口座残高、口座

に発生した所得の額、その他米国税務当局が指定する

情報）が米国税務当局へ提供されることがあることに

同意するものとします。なお、米国における個人情報

の保護に関する制度に関する情報は、個人情報保護委

員会のウェブサイト 

（https://www.ppc.go.jp/files/pdf/USA_report.pdf）

に掲載しておりますのでご参照ください。また、米国

税務当局（ＩＲＳ）においては、ＯＥＣＤプライバシ

ーガイドライン 8 原則に対応する個人情報保護のため

の措置を全て講じています。 

（１）～（３）  （現行どおり） 

附則 

この約款は、2023 年 1 月 10 日より適用させていただき

ます。 

第２章 外国証券の国内委託取引 

 

配当等の処理 
第７条 寄託証券等に係る配当（外国投資信託受益証券

等の収益分配、外国投資証券等の利益の分配及び外国

受益証券発行信託の受益証券等の信託財産に係る給

付を含む。以下同じ。）、償還金、寄託証券等の実質的

又は形式的な保有者の行為に基づかずに交付される

その他の金銭（発行者の定款その他の内部規則若しく

は取締役会その他の機関の決定、決済会社の規則又は

外国証券取引口座に関する約款等により、寄託証券等

の実質的又は形式的な保有者の行為があったものと

みなされ、それに基づき交付される金銭を含む。以下

同じ。）等の処理は、次の各号に定めるところにより

ます。 

２ 申込者は、前項第 1 号に定める配当金、同項第 2 号

ａ及びｂに定める売却代金並びに同項第 3 号に定め

る金銭（以下「配当金等」という。）の支払方法につ

いては、当社所定の書類により当社に指示するものと

します。 

３～７      （省   略） 

 

第４章 雑 則 
 

届出事項 
第２４条の２ 申込者は、住所（又は所在地）、氏名（又

は名称）、印鑑及び共通番号等を当社所定の書類によ

り当社に届け出るものとします。 

 

個人データ等の第三者提供に関する同意 
第３４条 申込者は、次の各号に掲げる場合に、当該各

号に定める者に対し、当該申込者の個人データ（住所、

氏名、連絡先、生年月日、所有する外国証券の数量そ

の他当該場合に応じて必要な範囲に限る。）が提供さ

れることがあることに同意するものとします。 

（１）～（４）  （省   略） 

２ 申込者は、米国政府及び日本政府からの要請によ

り、当社が申込者について、外国口座税務コンプライ

アンス法（以下「ＦＡＴＣＡ」という。）上の報告対

象として、次の各号のいずれかに該当する場合及び該

当する可能性があると判断する場合、米国税務当局に

おける課税執行のため、申込者の情報（氏名/名称、

住所/所在地、米国納税者番号、口座番号、口座残高、

口座に発生した所得の額、その他米国税務当局が指定

する情報）が米国税務当局へ提供されることがあるこ

とに同意するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）～（３）  （省   略） 

 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/USA_report.pdf


１１ 

「特定口座に係る上場株式等保管委託及び上場株式等信用取引約款」 新旧対照表 

（2023 年 1 月 10 日改正） 

 下線部変更 

新 旧 

特定口座に受入れる上場株式等の範囲 
第６条 当社は、お客様の特定口座に設けられた特定保

管勘定においては、次に掲げる上場株式等（租税特別

措置法第 29条の 2第 1項本文の適用を受けて取得をし

た同項に規定する特定新株予約権等に係る上場株式等

を除きます。）のみを受入れます。 

  ①～⑥    （現行どおり） 

  ⑦      （現行どおり） 

  （イ）～（ハ）（現行どおり） 

         （削   除） 

 

  ⑧      （現行どおり） 

２        （現行どおり） 

 

附則 

この約款は、2023 年 1 月 10 日より適用させていただき

ます。 
 
 

特定口座に受入れる上場株式等の範囲 
第６条 当社は、お客様の特定口座に設けられた特定保

管勘定においては、次に掲げる上場株式等（租税特別

措置法第 29条の 2第 1項本文の適用を受けて取得をし

た同項に規定する特定新株予約権等に係る上場株式等

を除きます。）のみを受入れます。 

  ①～⑥    （省   略） 

  ⑦      （省   略） 

  （イ）～（ハ）（省   略） 

  （ニ）特定口座以外の口座で管理されていた被相続

人等の上場株式等 

  ⑧      （省   略） 

２        （省   略） 

 

 

 



１２ 

 

「非課税上場株式等管理及び非課税累積投資に関する約款（ＮＩＳＡ約款）」 新旧対照表 

（2023 年 1 月 10 日改正） 

 下線部変更 

新 旧 

特定非課税管理勘定に受け入れる上場株式等の範囲 

第５条の４ 当社は、お客様の非課税口座に設けられた

特定非課税管理勘定においては、次に掲げる上場株式

等（当該非課税口座が開設されている当社の営業所に

かかる振替口座簿に記載若しくは記録がされ、又は当

該営業所に保管の委託がされるものに限り、「（非課

税口座）継続適用届出書」の提出をしたお客様が出国

した日から「（非課税口座）帰国届出書」の提出があ

った日までの間に取得をした上場株式等で①、②に掲

げるもの、租税特別措置法第 29 条の 2 第 1 項本文の

適用を受けて取得をした同項に規定する特定新株予

約権に係る上場株式等及び第2項に掲げるものを除き

ます。）のみを受け入れます。 

  ①～③    （現行どおり） 

２ 特定非課税管理勘定には、お客様の区分に応じそれ

ぞれ次の①又は②及び③に定める上場株式等を受け

入れることができません。 

 ① ②以外のお客様 

第1項第1号イに掲げる上場株式等で次のいずれ

かに該当するもの 

  イ 特定非課税管理勘定に当該上場株式等を受け

入れようとする日以前6ヵ月以内にその者の特定

累積投資勘定において上場株式等を受け入れて

いない場合に取得をしたもの 

  ロ～ハ    （現行どおり） 

  ②～③    （現行どおり） 

 

特定累積投資勘定終了時の取扱い 

第８条の３ この約款に基づき非課税口座に設定した

特定累積投資勘定は当該特定累積投資勘定を設けた

日から同日の属する年の 1月 1日以降 5年を経過する

日に終了いたします（第 2 条第 6 項又は租税特別措置

法施行令第 25条の 13 の 2第 3項の規定により廃止し

た特定累積投資勘定を除きます。）。 

２        （現行どおり） 

 ① お客様から特定累積投資勘定の終了する年の 11

月 30 日までに当社に対して第 5 条の 2 第 1 項第 2

号の移管を行う旨その他必要事項を記載した「非課

税口座内上場株式等移管依頼書」の提出があった場

合  非課税口座に新たに設けられる累積投資勘

定への移管 

 ②～③     （現行どおり） 

 

合意管轄 

第１４条 この約款に関するお客様と当社との間の訴

訟については､当社の本支店又は営業所の所在地を管

轄する裁判所の中から、当社が管轄裁判所を指定でき

るものとします。 
 
附則 

この約款は、2023 年 1 月 10 日より適用させていただき

ます。 
 

特定非課税管理勘定に受け入れる上場株式等の範囲 

第５条の４ 当社は、お客様の非課税口座に設けられた

特定非課税管理勘定においては、次に掲げる上場株式

等（当該非課税口座が開設されている当社の営業所に

かかる振替口座簿に記載若しくは記録がされ、又は当

該営業所に保管の委託がされるものに限り、「（非課

税口座）継続適用届出書」の提出をしたお客様が出国

した日から「（非課税口座）帰国届出書」の提出があ

った日までの間に取得をした上場株式等で①、②に掲

げるもの、租税特別措置法第 29 条の 2 第 1 項本文の

適用を受けて取得をした同項に規定する特定新株予

約権に係る上場株式等及び第2項に掲げるものを除き

ます。）のみを受け入れます。 

  ①～③    （省   略） 

２ 特定非課税管理勘定には、お客様の区分に応じそれ

ぞれ次の①又は②及び③に定める上場株式等を受け

入れることができません。 

 ① ②以外のお客様 

第1項第1号イに掲げる上場株式等で次のいずれ

かに該当するもの 

  イ 特定非課税管理勘定に当該上場株式等を受け

入れようとする日以前6ヵ月以内にその者のその

年分の特定累積投資勘定において上場株式等を

受け入れていない場合に取得をしたもの 

  ロ～ハ    （省   略） 

 ②～③     （省   略） 

 

特定累積投資勘定終了時の取扱い 

第８条の３ この約款に基づき非課税口座に設定した

特定累積投資勘定は当該特定累積投資勘定を設けた

日から同日の属する年の 1月 1日以降 5年を経過する

日に終了いたします（第 2 条第 6 項又は租税特別措置

法施行令第 25条の 13の 2第 3項の規定により廃止し

た特定累積投資勘定を除きます。）。 

２        （省   略） 

 ① お客様から特定累積投資勘定の終了する年の 11

月 30 日までに当社に対して第 5 条の移管を行う旨

その他必要事項を記載した「非課税口座内上場株式

等移管依頼書」の提出があった場合  非課税口座

に新たに設けられる累積投資勘定への移管 

 

 ②～③     （省   略） 

 

合意管轄 

第１４条 この約款に関するお客様と当社との間の訴

訟については､当社の本店又は支店の所在地を管轄す

る裁判所の中から、当社が管轄裁判所を指定できるも

のとします。 
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「未成年者口座及び課税未成年者口座開設に関する約款（ジュニアＮＩＳＡ約款）」 新旧対照表 

（2023 年 1 月 1 日改正） 

 下線部変更 

新 旧 

第２章 未成年者口座の管理 

 

（未成年者口座開設届出書等の提出） 

第２条      （現行どおり） 

２～３      （現行どおり） 

４ お客様がその年の 3月 31日において 18歳である年

（以下、「基準年」といいます。）の前年 12 月 31 日又

は 2023 年 12 月 31 日のいずれか早い日までに、当社

に対して「未成年者口座廃止届出書」の提出をした場

合又は租税特別措置法第 37 条の 14 の 2 第 20 項の規

定により「未成年者口座廃止届出書」の提出をしたも

のとみなされた場合（災害、疾病その他の租税特別措

置法施行令第 25条の 13の 8第 8項で定めるやむを得

ない事由（以下、「災害等事由」といいます。）による

移管又は返還で、当該未成年者口座及び課税未成年者

口座に記載若しくは記録若しくは保管の委託又は預

入れ若しくは預託がされている上場株式等及び金銭

その他の資産の全てについて行うもの（以下、「災害

等による返還等」といいます。）が生じた場合を除き

ます。）には、未成年者口座を設定したときから当該

未成年者口座が廃止される日までの間にお客様が非

課税で受領した配当等及び譲渡所得等について課税

されます。 

５ 当社が「未成年者口座廃止届出書」（お客様がその

年 1 月 1 日において 17 歳である年の 9 月 30 日又は

2023 年 9 月 30 日のいずれか早い日までに提出がされ

たものに限り、お客様が 1 月 1 日において 17 歳であ

る年に提出され、かつ、その提出の日の属する年分の

非課税管理勘定に既に上場株式等の受入れをしてい

た場合の「未成年者口座廃止届出書」を除きます。）

の提出を受けた場合には、当社はお客様に租税特別措

置法第 37 条の 14 の 2 第 5 項第 8 号に規定する「未成

年者口座廃止通知書」を交付します。 

 

（非課税管理勘定及び継続管理勘定の設定） 

第３条 未成年者口座に係る非課税の特例の適用を受

けるための非課税管理勘定（この約款に基づき振替口

座簿への記載若しくは記録又は保管の委託がされる

上場株式等（租税特別措置法第 37 条の 14 第 1 項第 1

号に規定する上場株式等をいいます。この約款の第 15

条から第 17 条、第 19 条及び第 25 条第 1 項を除き、

以下同じ。）（以下、「未成年者口座内上場株式等」と

いいます。）につき、当該記載若しくは記録又は保管

の委託に関する記録を他の取引に関する記録と区分

して行うための勘定をいいます。以下同じ。）は、2016

年から 2023 年までの各年（お客様がその年の 1 月 1

日において 18 歳未満である年及び出生した日の属す

る年に限ります。）の 1 月 1 日に設けられます。 

２        （現行どおり） 

３ 未成年者口座に係る非課税の特例の適用を受ける

ための継続管理勘定（この約款に基づき振替口座簿へ

の記載若しくは記録又は保管の委託がされる上場株

式等につき、当該記載若しくは記録又は保管の委託に

関する記録を他の取引に関する記録と区分して行う

ための勘定をいいます。以下同じ。）は、2024 年から

2028 年までの各年（お客様がその年の 1 月１日におい

て 18 歳未満である年に限ります。）の 1 月 1 日に設け

第２章 未成年者口座の管理 

 

（未成年者口座開設届出書等の提出） 

第２条      （省   略） 

２～３      （省   略） 

４ お客様がその年の 3月 31 日において 18歳である年

（以下、「基準年」といいます。）の前年 12 月 31 日ま

でに、当社に対して「未成年者口座廃止届出書」の提

出をした場合又は租税特別措置法第 37条の 14の 2第

20 項の規定により「未成年者口座廃止届出書」の提出

をしたものとみなされた場合（災害、疾病その他の租

税特別措置法施行令第 25条の 13の 8第 8項で定める

やむを得ない事由（以下、「災害等事由」といいます。）

による移管又は返還で、当該未成年者口座及び課税未

成年者口座に記載若しくは記録若しくは保管の委託

又は預入れ若しくは預託がされている上場株式等及

び金銭その他の資産の全てについて行うもの（以下、

「災害等による返還等」といいます。）が生じた場合

を除きます。）には、未成年者口座を設定したときか

ら当該未成年者口座が廃止される日までの間にお客

様が非課税で受領した配当等及び譲渡所得等につい

て課税されます。 

 

５ 当社が「未成年者口座廃止届出書」（お客様がその

年 1 月 1 日において 19 歳である年の 9 月 30 日又は

2023年 9月 30日のいずれか早い日までに提出がされ

たものに限り、お客様が 1 月 1 日において 19 歳であ

る年に提出され、かつ、その提出の日の属する年分の

非課税管理勘定に既に上場株式等の受入れをしてい

た場合の「未成年者口座廃止届出書」を除きます。）

の提出を受けた場合には、当社はお客様に租税特別措

置法第 37 条の 14 の 2 第 5 項第 8 号に規定する「未成

年者口座廃止通知書」を交付します。 

 

（非課税管理勘定及び継続管理勘定の設定） 

第３条 未成年者口座に係る非課税の特例の適用を受

けるための非課税管理勘定（この約款に基づき振替口

座簿への記載若しくは記録又は保管の委託がされる

上場株式等（租税特別措置法第 37 条の 14 第 1 項第 1

号に規定する上場株式等をいいます。この約款の第 15

条から第 17 条、第 19 条及び第 25 条第 1 項を除き、

以下同じ。）（以下、「未成年者口座内上場株式等」と

いいます。）につき、当該記載若しくは記録又は保管

の委託に関する記録を他の取引に関する記録と区分

して行うための勘定をいいます。以下同じ。）は、2016

年から 2023 年までの各年（お客様がその年の 1 月 1

日において 20 歳未満である年及び出生した日の属す

る年に限ります。）の 1 月 1 日に設けられます。 

２        （省   略） 

３ 未成年者口座に係る非課税の特例の適用を受ける

ための継続管理勘定（この約款に基づき振替口座簿へ

の記載若しくは記録又は保管の委託がされる上場株

式等につき、当該記載若しくは記録又は保管の委託に

関する記録を他の取引に関する記録と区分して行う

ための勘定をいいます。以下同じ。）は、2024 年から

2028 年までの各年（お客様がその年の 1 月１日におい

て 20 歳未満である年に限ります。）の 1 月 1 日に設け
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られます。 

 

（未成年者口座に受け入れる上場株式等の範囲） 

第５条 当社は、お客様の未成年者口座に設けられた非

課税管理勘定においては、次に掲げる上場株式等（租

税特別措置法第 29 条の 2 第 1 項本文の規定の適用を

受けて取得した同項に規定する特定新株予約権等に

係る上場株式等を除きます。）のみを受け入れます。 

 ①       （現行どおり） 

 ② 租税特別措置法施行令第 25条の 13の 8第 4項に

より読み替えて準用する同条第 3 項の規定に基づ

き、他の年分の非課税管理勘定から、当該他の年分

の非課税管理勘定が設けられた日の属する年の1月

1 日から 5 年を経過する日（以下「5 年経過日」と

いいます。）の翌日に設けられる非課税管理勘定に

移管がされる上場株式等（この場合、5 年経過日の

属する年の 11 月 30 日までに「未成年者口座内上場

株式等移管依頼書」を提出してください。） 

 ③       （現行どおり） 

２        （現行どおり） 

 ①       （現行どおり） 

 ② 租税特別措置法施行令第 25条の 13の 8第 4項に

より読み替えて準用する同条第 3 項の規定に基づ

き、お客様の未成年者口座に設けられた非課税管理

勘定から、当該非課税管理勘定に係る 5 年経過日の

翌日に設けられる継続管理勘定に移管がされる上

場株式等（この場合、5 年経過日の属する年の 11

月 30 日までに「未成年者口座内上場株式等移管依

頼書」を提出してください。） 

 ③       （現行どおり） 

 

（課税未成年者口座等への移管） 

第７条 未成年者口座から課税未成年者口座又は他の

保管口座への移管は、次に定める取扱いとなります。 

 ①       （現行どおり） 

 ② お客様がその年の 1 月 1 日において 18 歳である

年の前年 12月 31日において有する継続管理勘定に

係る上場株式等  同日の翌日に行う他の保管口

座への移管 

２        （現行どおり） 

 

第５章 代理人による取引の届出 

 

（代理人による取引の届出） 

第２２条 お客様の代理人が、未成年者口座及び課税未

成年者口座における取引を行う場合には、あらかじめ

当社に対して、代理人の届出を行っていただく必要が

あります。 

２        （現行どおり） 

３ お客様の法定代理人が未成年者口座及び課税未成

年者口座における取引を行っている場合において、お

客様が成年に達した後も当該法定代理人が未成年者

口座及び課税未成年者口座における取引を継続しよ

うとする場合には、あらかじめ当社に対して、その旨

の届出を行っていただく必要があります。 

４        （現行どおり） 

５ お客様の法定代理人以外の代理人が未成年者口座

及び課税未成年者口座において取引を行っている場

合において、お客様が成年に達した後も当該代理人が

未成年者口座及び課税未成年者口座における取引を

られます。 

 

（未成年者口座に受け入れる上場株式等の範囲） 

第５条 当社は、お客様の未成年者口座に設けられた非

課税管理勘定においては、次に掲げる上場株式等（租

税特別措置法第 29 条の 2 第 1 項本文の規定の適用を

受けて取得した同項に規定する特定新株予約権等に

係る上場株式等を除きます。）のみを受け入れます。 

 ①       （省   略） 

 ② 租税特別措置法施行令第 25条の 13 の 8第 4項に

より読み替えて準用する同条第 3 項の規定に基づ

き、他の年分の非課税管理勘定から、当該他の年分

の非課税管理勘定が設けられた日の属する年の1月

1 日から 5 年を経過する日（以下「5 年経過日」と

いいます。）の翌日に、同日に設けられる非課税管

理勘定に移管がされる上場株式等（この場合、5 年

経過日の属する年の 11 月 30 日までに「未成年者口

座内上場株式等移管依頼書」を提出してください。） 

 ③       （省   略） 

２        （省   略） 

 ①       （省   略） 

 ② 租税特別措置法施行令第 25条の 13 の 8第 4項に

より読み替えて準用する同条第 3 項の規定に基づ

き、お客様の未成年者口座に設けられた非課税管理

勘定から、当該非課税管理勘定に係る 5 年経過日の

翌日に、同日に設けられる継続管理勘定に移管がさ

れる上場株式等（この場合、5 年経過日の属する年

の 11 月 30 日までに「未成年者口座内上場株式等移

管依頼書」を提出してください。） 

 ③       （省   略） 

 

（課税未成年者口座等への移管） 

第７条 未成年者口座から課税未成年者口座又は他の

保管口座への移管は、次に定める取扱いとなります。 

 ①       （省   略） 

 ② お客様がその年の 1 月 1 日において 20 歳である

年の前年 12月 31日において有する継続管理勘定に

係る上場株式等  同日の翌日に行う他の保管口

座への移管 

２        （省   略） 

 

第５章 代理人による取引の届出 

 

（代理人による取引の届出） 

第２２条 お客様の代理人が、未成年者口座及び課税未

成年者口座における取引を行う場合には、あらかじめ

当社に対して、代理人の届出を行っていただく必要が

あります。 

２        （省   略） 

３ お客様の法定代理人が未成年者口座及び課税未成

年者口座における取引を行っている場合において、お

客様が 20 歳に達した後も当該法定代理人が未成年者

口座及び課税未成年者口座における取引を継続しよ

うとする場合には、あらかじめ当社に対して、その旨

の届出を行っていただく必要があります。 

４        （省   略） 

５ お客様の法定代理人以外の代理人が未成年者口座

及び課税未成年者口座において取引を行っている場

合において、お客様が 20 歳に達した後も当該代理人

が未成年者口座及び課税未成年者口座における取引
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継続しようとする場合には、あらかじめ当社に対し

て、その旨の届出を行っていただく必要があります。 

 

（非課税口座のみなし開設） 

第２７条 2017 年から 2028 年までの各年（その年 1 月

1 日においてお客様が 18 歳である年に限ります。）の

1 月 1 日においてお客様が当社に未成年者口座を開設

している場合（出国等により、居住者又は恒久的施設

を有する非居住者のいずれにも該当しないこととな

っている場合を除きます。）には、当該未成年者口座

が開設されている当社の営業所において、同日に租税

特別措置法第 37条の 14第 5項第 1号に規定する非課

税口座が開設されます。 

２ 前項の場合には、お客様がその年 1 月 1 日において

18 歳である年の同日において、当社に対して非課税口

座開設届出書（租税特別措置法第 37 条の 14 第 5 項第

1 号に規定する非課税口座開設届出書をいいます。）が

提出されたものとみなし、かつ、同日において当社と

お客様との間で非課税上場株式等管理契約（同項第 2

号に規定する非課税上場株式等管理契約をいいま

す。）又は特定非課税累積投資契約（同項第 6 号に規

定する特定非課税累積投資契約をいいます。）が締結

されたものとみなします。 

 

（本契約の解除） 

第２８条 次の各号に該当したときは、それぞれ次の各

号に掲げる日に本契約は解除されます。 

 ①～④     （現行どおり） 

 ⑤ お客様が出国の日の前日までに第 12 条の出国移

管依頼書を提出して出国したが、その年の 1 月 1 日に

おいてお客様が 18 歳である年の前年 12 月 31 日まで

に「未成年者帰国届出書」を提出しなかった場合  

その年の 1 月 1 日においてお客様が 18 歳である年の

前年 12 月 31 日の翌日 

 ⑥～⑦     （現行どおり） 
 
附則 

この約款は、2023 年 1 月 1 日より適用させていただきま

す。 

 
 

を継続しようとする場合には、あらかじめ当社に対し

て、その旨の届出を行っていただく必要があります。 

 

（非課税口座のみなし開設） 

第２７条 2017 年から 2028 年までの各年（その年 1 月

1 日においてお客様が 20 歳である年に限ります。）の

1 月 1 日においてお客様が当社に未成年者口座を開設

している場合（出国等により、居住者又は恒久的施設

を有する非居住者のいずれにも該当しないこととな

っている場合を除きます。）には、当該未成年者口座

が開設されている当社の営業所において、同日に租税

特別措置法第 37条の 14第 5項第 1号に規定する非課

税口座が開設されます。 

２ 前項の場合には、お客様がその年 1 月 1 日において

20 歳である年の同日において、当社に対して非課税口

座開設届出書（租税特別措置法第 37 条の 14 第 5 項第

1 号に規定する非課税口座開設届出書をいいます。）が

提出されたものとみなし、かつ、同日において当社と

お客様との間で非課税上場株式等管理契約（同項第 2

号に規定する非課税上場株式等管理契約をいいま

す。）又は特定非課税累積投資契約（同項第 6 号に規

定する特定非課税累積投資契約をいいます。）が締結

されたものとみなします。 

 

（本契約の解除） 

第２８条 次の各号に該当したときは、それぞれ次の各

号に掲げる日に本契約は解除されます。 

 ①～④     （省   略） 

 ⑤ お客様が出国の日の前日までに第 12 条の出国移

管依頼書を提出して出国したが、その年の 1 月 1 日に

おいてお客様が 20 歳である年の前年 12 月 31 日まで

に「未成年者帰国届出書」を提出しなかった場合  

その年の 1 月 1 日においてお客様が 20 歳である年の

前年 12 月 31 日の翌日 

 ⑥～⑦     （省   略） 
 

 


